
民間等電子基準点の性能基準及び登録要領（案） 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この基準及び要領は、民間等電子基準点の性能に係る基準及び登録に係る手続等

を定めることにより、民間等電子基準点を用いた測量の正確さの確保及び事務処理の効

率化を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この基準及び要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 ＧＮＳＳ 人工衛星からの信号を用いて位置を決定する衛星測位システムの総称を

いう。 

二 ＧＮＳＳ連続観測局 ＧＮＳＳ衛星のデータを常時受信し、通信装置により受信デ

ータをデータセンターに送信する機能を備えた固定局をいう。 

三 民間等電子基準点 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５条に規定する公共測量

又は同法第６条に規定する基本測量及び公共測量以外の測量により設置されるＧＮＳ

Ｓ連続観測局のうち、第５条に定める性能を有する観測局をいう。 

四 混信 ＧＮＳＳ衛星からの信号を受信する際に、マルチパスや観測局付近の異なる

通信装置による信号が混入する現象をいう。 

五 搬送波位相 ＧＮＳＳ衛星からの信号の送信の際に用いられる正弦波の位相をいう。 

六 ＧＮＳＳ観測データ品質 取得率、サイクルスリップ率、マルチパスの量等で示され

る受信データの評価数値をいう。 

七 データ遅延 ＧＮＳＳ連続観測局で受信したＧＮＳＳ観測データをネットワーク経

由で転送する際に生じる遅延時間をいう。 

八 ＲＴＣＭ 海事用無線技術委員会（Radio Technical Commission for Maritime 

Service）が定める測位衛星データフォーマットをいう。 

九 ＲＩＮＥＸ 国際ＧＮＳＳ事業（International GNSS Service）が定める測位衛星デ

ータフォーマットをいう。 

 

（適用範囲） 

第３条 この基準及び要領に定めるＧＮＳＳ連続観測局の適用範囲は、その位置が国家座

標（測量法第１１条の測量の基準に準拠した緯度、経度、標高、平面直角座標、地心直交

座標等をいう。）に基づき決定されたものとする。 

２ この基準及び要領が対象とするＧＮＳＳ衛星は、ＧＰＳ、準天頂衛星システム、ＧＬＯ

ＮＡＳＳ及びＧａｌｉｌｅｏとする。 

 

 

第２章 級別分類及び性能基準 

（級別分類） 

第４条 民間等電子基準点の級の分類（以下「級別分類」という。）は、次条に定める基準

に応じ、Ａ級又はＢ級とする。 

 

（性能基準） 

第５条 民間等電子基準点の性能基準（以下単に「性能基準」という。）は、次に定めると

ころによる。 

 一 設置・観測環境 



  イ 次の(1)から(4)までに掲げる条件を満たすこと。 

(1) ＧＮＳＳ連続観測局の構造に由来する観測点の変位が見られないこと。 

(2) 原則として上空視界が確保されていること並びにＧＮＳＳアンテナ取付部分が

他の構造物及び地面から１ｍ程度以上離れていること並びに周囲に混信源がな

いこと。ただし、ＧＮＳＳ観測データ品質及び解析から得られる測位性能が国土

地理院測地観測センター長（以下「測地観測センター長」という。）が別に定める

基準を満たす場合は、この限りではない。 

(3) 強風、降雨等に耐えるものであること。 

(4) 電源及び通信の停止を防ぐ対策を講じていること。 

  ロ 級別分類Ａ級にあっては、イ(1)から(4)までに掲げる条件のほか、次の(1)及び(2)

に掲げる条件を満たすこと。 

(1) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年

法律第５７号）第７条の土砂災害特別警戒区域、津波防災地域づくりに関する法

律（平成２３年法律第１２３号）第８条の津波浸水想定に係る区域等のハザード

マップを確認し、土砂災害、津波等の災害によって被災する可能性の高い地域を

避けて設置されていること。 

(2) 地面に設置され、地中に基礎を有すること。 

ハ 級別分類Ｂ級にあっては、イ(1)から(4)までに掲げる条件のほか、地面に設置され

ていない場合は、堅牢な建物又は構築物の上に設置され、建物又は構築物に直接ボル

ト等によって固定されていること。 

 二 ＧＮＳＳアンテナ 

  イ 級別分類Ａ級にあっては、次の(1)及び(2)に掲げる条件を満たすこと。 

(1) 測量機器性能基準（平成１３年国地達第２８号）に基づき国土地理院に登録され

た１級ＧＮＳＳ測量機（以下この条において「登録１級ＧＮＳＳ測量機」という。）

であること。 

(2) ＧＮＳＳアンテナ設置架台が、ステンレス製相当の安定性を有すること。 

  ロ 級別分類Ｂ級にあっては、登録１級ＧＮＳＳ測量機又は測地観測センター長が別

に定める基準を満たすＧＮＳＳアンテナであること。 

 三 ＧＮＳＳ受信機 

  イ 次の(1)及び(2)に掲げる条件を満たすこと。 

(1) 原則として、高度角０度以上のＧＮＳＳ衛星を全て捕捉できること。ただし、当

該ＧＮＳＳ受信機が観測可能なＧＮＳＳ衛星に限る。 

(2) ＧＰＳ衛星のＬ１帯及びＬ２帯の信号を受信でき、搬送波位相を観測できること。 

  ロ 級別分類Ａ級にあっては、イ(1)及び(2)に掲げる条件のほか、次の(1)から(4)まで

に掲げる条件を満たすこと。 

(1) 登録１級ＧＮＳＳ測量機であること。 

(2) ＧＰＳ衛星、準天頂衛星、ＧＬＯＮＡＳＳ衛星及びＧａｌｉｌｅｏ衛星からの信

号を受信できること。 

(3) ＧＰＳ衛星及び準天頂衛星のＬ１帯、Ｌ２帯及びＬ５帯の信号並びに、ＧＬＯＮ

ＡＳＳ衛星のＬ１帯及びＬ２帯の信号並びにＧａｌｉｌｅｏ衛星のＬ１帯及び

Ｌ５帯の信号を受信でき、搬送波位相を観測できること。 

(4) 落雷対策がとられていること。 

  ハ 級別分類Ｂ級にあっては、イ(1)及び(2)に掲げる条件のほか、登録１級ＧＮＳＳ測

量機又は測地観測センター長が別に定める基準を満たすＧＮＳＳ受信機であること。 

 四 ＧＮＳＳ観測データ品質 

  イ リアルタイムデータのデータ遅延が２秒以下であり、データ間隔が１秒以下であ

ること。 

  ロ 級別分類Ａ級にあっては、イに掲げる条件のほか、国土地理院の電子基準点品質評



価結果の９５％信頼区間を基に測地観測センター長が別に定める基準におけるＡ級

の品質基準を満たすこと。 

  ハ 級別分類Ｂ級にあっては、イに掲げる条件のほか、国土地理院の電子基準点品質評

価結果の９９％信頼区間を基に測地観測センター長が別に定める基準におけるＢ級

の品質基準を満たすこと。 

 

 

第３章 民間等電子基準点の審査、登録、運用等 

 

（審査） 

第６条 保有するＧＮＳＳ連続観測局について民間等電子基準点として登録を受けようと

する者（以下「申請者」という。）は、次条の登録の申請前に、次に掲げる審査を受ける

ものとする。 

一 書類確認 

二 写真確認（必要に応じ、現地確認） 

三 ＧＮＳＳ観測データ品質検査 

２ 前項に定めるもののほか、審査に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（登録の申請） 

第７条 申請者は、民間等電子基準点登録申請書（別記様式第１）に登録を受けようとする

ＧＮＳＳ連続観測局の写真及び前条の審査の結果の証明書を添えて、国土地理院の長（以

下「院長」という。）に提出し、登録の申請をするものとする。 

 

（登録） 

第８条 院長は、前条の申請に係るＧＮＳＳ連続観測局が性能基準に適合すると認める場

合は、当該ＧＮＳＳ連続観測局を、その性能に応じ、級別分類Ａ級又はＢ級に分類して民

間等電子基準点登録簿に登録するとともに、民間等電子基準点登録通知書（別記様式第２）

により、その旨を申請者に通知するものとする。 

２ 院長は、前項の規定による登録（以下「民間等電子基準点の登録」という。）をしなか

った場合は、民間等電子基準点非登録通知書（別記様式第３）により、その理由を示して、

その旨を申請者に通知するものとする。なお、この場合であっても、申請者による再度の

登録の申請を妨げるものではない。 

３ 民間等電子基準点登録簿は、国土地理院企画部に備えるものとする。 

４ 院長は、民間等電子基準点の登録をした場合は、当該民間等電子基準点の級別分類、所

在地及び申請者を、インターネットの利用その他適切な方法により公表するものとする。 

 

（登録の更新） 

第９条 民間等電子基準点の登録は、５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請は、登録の有効期間の満了の日の１月前から行うことができる。 

３ 第１項の更新の申請があった場合において、同項の期間の満了の日までにその申請に

対する処分がなされないときは、従前の登録は、登録の有効期間の満了の日後もその処分

があるまでの間は、なおその効力を有するものとみなす。 

４ 前項の場合において、登録の更新がなされたときは、その登録の有効期間は、従前の登

録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

５ 保有するＧＮＳＳ連続観測局について民間等電子基準点の登録を受けた者（以下「被登

録者」という。）は、第１項の更新の申請を行う場合は、民間等電子基準点登録更新申請

書（別記様式第４）に更新を受けようとする民間等電子基準点の最新の周囲の状況が確認



できる写真を添えて、院長に提出するものとする。 

 

（登録の取消し） 

第１０条 院長は、被登録者が次の各号のいずれかに該当する場合は、その民間等電子基準

点の登録を取り消すことができる。 

 一 第７条又は前条第５項の規定による申請に当たり、虚偽又は重大な過失による誤り

等があったことが判明したとき。 

二 ３月以上、民間等電子基準点によるＧＮＳＳ連続観測を行わなかったとき。 

 三 第１２条に規定する事項を遵守しなかったとき。 

２ 院長は、前項の規定により民間等電子基準点の登録を取り消した場合は、遅滞なく、民

間等電子基準点登録簿からその登録を消除するとともに、民間等電子基準点登録取消通

知書（別記様式第５）により、その理由を示して、その旨を当該取消しを受けた者に通知

するものとする。 

 

 （申請による登録の取消し） 

第１１条 被登録者は、民間等電子基準点の登録の取消しの申請を行う場合は、民間等電子

基準点登録取消申請書（別記様式第６）を、院長に提出するものとする。 

２ 院長は、前項の申請があった場合は、その登録を取り消し、民間等電子基準点登録簿か

らその登録を消除するとともに、民間等電子基準点登録取消通知書により、その旨を前項

の申請をした者に通知するものとする。 

 

 （民間等電子基準点の運用） 

第１２条 被登録者は、民間等電子基準点の運用に当たっては、次に掲げる事項を遵守する

ものとする。 

一 民間等電子基準点に設置されている受信機、アンテナ、通信装置、無停電電源、避雷

器等の機器に変更がある場合は任意の様式に当該設備の情報を記載し、事前に又は変

更のあった日から１０日以内に院長に提出すること。 

二 観測点の移動をしないこと、保守作業による位置座標の変化を最小限に抑えること

等の観測点の維持に必要な努力を行うこと。 

三 観測点の運用方法、設置環境及びＧＮＳＳ観測データ品質について院長から指摘を

受けた場合、当該指摘に従うこと。 

四 民間等電子基準点のＧＮＳＳ観測データを、ＲＴＣＭでリアルタイムに国土地理院

に提出すること。 

２ 被登録者は、級別分類Ａ級の民間等電子基準点の運用に当たっては、前項各号に定める

事項のほか、次に掲げる事項を遵守するものとする。 

一 観測の障害となる施設の建設等を行わず、少なくとも３年以上の観測を継続するこ

と。 

二 観測機器のファームウェア等が製造者により更新された場合、その公表の日から６

月以内に、当該更新されたファームウェア等を導入すること。 

三 ２４時間分の民間等電子基準点のＧＮＳＳ観測データを、ＲＩＮＥＸで毎日国土地

理院に提出すること。 

四 原則として停電時に３０分以上観測を継続できるような停電対策をとること。ただ

し、予期せぬ不具合等が発生した場合は、この限りではない。 

五 民間等電子基準点の周囲の状況に変化が生じた場合は、速やかに当該変化の状況の

写真を院長に提出すること。 

  



別記様式第１ 

                                                                 年  月  日 

 

   国 土 地 理 院 長   殿 

 

 

                                                      申 請 者 住  所 

                                                              会 社 名 

                                                              代表者名 

 

 

民間等電子基準点登録申請書 

 

 

  下記の GNSS 連続観測局について、民間等電子基準点として登録されるよう、必要書

類を添えて申請します。 

 

 

記 

 

       １．申請 GNSS 連続観測局名 

 

 

 

      ２．申請級別分類 

 

 

 

      ３．特記事項  

  



別記様式第２ 

                                                                 年  月  日 

 

   申 請 者   殿 

 

 

                                                      国 土 地 理 院 長 

 

 

 

民間等電子基準点登録通知書 

 

 

    年  月  日付けで登録の申請のあった GNSS 連続観測局は、性能基準に適合

するものと認め、民間等電子基準点として登録したので通知する。 

 

 

記 

 

        １．登録年月日          年  月  日 

 

 

        ２．登録番号             Ｎｏ． 

 

          

        ３．登録民間等電子基準点名 

 

 

        ４．申請者名 

 

 

        ５．級別分類         

 

 

    ６．特記事項 

  



別記様式第３ 

                                                                 年  月  日 

 

   申 請 者   殿 

 

 

                                                      国 土 地 理 院 長 

 

 

 

民間等電子基準点非登録通知書 

 

 

    年  月  日付けで登録の申請のあった GNSS 連続観測局は、下記の理由によ

り性能基準に適合しないものと認めたため、民間等電子基準点として登録しないので通

知する。 

 

 

記 

 

       １．申請 GNSS 連続観測局名 

 

 

 

      ２．申請級別分類 

 

 

 

      ３．不適合の理由 

  



別記様式第４ 

                                                                 年  月  日 

 

   国 土 地 理 院 長   殿 

 

 

                                                      申 請 者 住  所 

                                                              会 社 名 

                                                              代表者名 

 

 

民間等電子基準点登録更新申請書 

 

 

  下記の民間等電子基準点について、登録の更新を行いたいので、必要書類を添えて申請

します。 

 

 

記 

 

       １．登録済民間等電子基準点 

 

  （１）登録民間等電子基準点名 

  （２）登録番号             Ｎｏ． 

  （３）登録年月日          年  月  日 

 

 

 

      ２．申請級別分類 

 

 

 

      ３．特記事項  

  



別記様式第５ 

                                                                 年  月  日 

 

   申 請 者   殿 

 

 

                                                      国 土 地 理 院 長 

 

 

 

民間等電子基準点登録取消通知書 

 

 

  下記の民間等電子基準点について、登録を取り消したので通知する。 

 

 

記 

 

       １．登録済民間等電子基準点 

 

  （１）登録民間等電子基準点名 

  （２）登録番号             Ｎｏ． 

  （３）登録年月日          年  月  日 

 

 

 

      ２．登録取消年月日        年  月  日 

 

 

 

      ３．登録取消理由 

  



別記様式第６ 

                                                                 年  月  日 

 

   国 土 地 理 院 長   殿 

 

 

                                                      申 請 者 住  所 

                                                              会 社 名 

                                                              代表者名 

 

 

民間等電子基準点登録取消申請書 

 

 

  下記の民間等電子基準点について、登録の取消を行いたいので申請します。 

 

 

記 

 

       １．登録済民間等電子基準点 

 

  （１）登録民間等電子基準点名 

  （２）登録番号             Ｎｏ． 

  （３）登録年月日          年  月  日 

 

 

 

      ２．登録取消理由 

 


